
山口ならではの特別な体験創出支援事業補助金交付要綱 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、一般社団法人山口県観光連盟（以下「観光連盟」という。）が実施

する、山口ならではの特別な体験創出支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交

付について、必要な事項を定めるものとする。 

(事業計画) 

第２条 補助金を受けるためには、観光関係団体や民間事業者が、山口県の新たなアウト

ドアツーリズムの象徴となる、山口ならでは特別な体験コンテンツ開発を通じた、本県

観光のＶ字回復の先を見据えた観光振興と交流拡大による、将来にわたる地域活力の創

出につながる事業計画（以下「事業計画」という。）を観光連盟あて申請し、当該計画

について採択されなければならない。 

 (補助対象者) 

第３条 補助金の交付対象者は、採択された事業計画の申請者である、観光関係団体や民

間事業者（以下「補助対象者」という。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象者が、次の各号のいずれかに該当する者であると

きは、補助の対象とならない。 

(1) 役員等（補助対象者が個人である場合にはその者を、補助対象者が法人である場合 

にはその役員又はその支店若しくは交付決定する事務所の代表者をいう。以下この号

において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。）であると認められるとき。 

(2) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員が経営 

に実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え 

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直 

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められ 

るとき。 

(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら 

れるとき。 

(補助対象事業等) 

第４条 補助対象事業は、採択された事業計画に位置付けられた、「山口ならではの特別

な体験コンテンツ」の開発等に向けた事業（以下「事業」という。）とし、補助対象経

費、補助率、補助上限額及び補助下限額は、別表のとおりとする。 

２  観光連盟は、補助対象者に対し、補助対象事業の事業効果を高めるための専門家を派遣

できるものとする。 



(計画認定) 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、事業計画書（様式第１号）及び添付書類

を、観光連盟が定める期日までに提出しなければならない。 

(計画の採択等) 

第６条 観光連盟は、前条に規定する事業計画書等を受理したときは、内容を審査し、適

当と認めたときは、当該事業計画を採択するとともに、予算の範囲内で、当該計画に係

る補助金内示額を、補助対象者に通知するものとする。 

(交付申請) 

第７条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、補助金交付申請書（様式第４号）

及び添付書類を観光連盟が定める期日までに提出しなければならない。 

(交付決定) 

第８条 観光連盟は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当

と認めたときは、補助金の交付決定を行い、補助対象者に通知するものとする。 

(変更申請) 

第９条 補助対象者は、補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、あら

かじめ補助金に係る補助事業の内容（経費の配分）の変更承認申請書（様式第６号）及

び添付書類を観光連盟に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、各経費区

分(科目)の20％以内の増減等、観光連盟が軽微な変更と認める場合は、この限りでな

い。 

２ 観光連盟は、前項の申請書を受理し、適当と認めたときは、予算の範囲内で変更の承

認を行い、当該補助対象者に通知するものとする。この場合において、観光連盟は、必

要に応じ条件を付すことができる。 

(中止又は廃止) 

第10条 補助対象者は、補助事業の中止又は廃止をしようとするときは、速やかに補助金

に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書（様式第７号）を観光連盟に提出し、その承

認を受けなければならない。 

２ 観光連盟は、前項の承認申請書を受理し、適当と認めたときは、中止又は廃止の承認

を行い、当該補助対象者に通知するものとする。この場合において、観光連盟は、必要

に応じ条件を付すことができる。 

(状況報告) 

第11条 観光連盟は、必要に応じて、補助事業の遂行状況について、補助金に係る補助事

業遂行状況報告書（様式第８号）を別に定める期日までに補助対象者に提出させること

ができる。 

(実績報告) 

第12条 補助対象者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止又は廃止の承認を受け

たときを含む。）は、その日から20日以内又は交付決定を受けた日の属する年度の3月



の観光連盟が指定する日のいずれか早い日までに、補助金に係る補助事業実績報告書

（様式第９号）及び添付書類を観光連盟に提出しなければならない。 

(補助金の額の確定) 

第13条 観光連盟は、前条に規定する報告書を受理したときは、必要に応じて現地調査を

行い、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、補助対象者に通知するものとする。 

２ 観光連盟は、前項の場合において、既にその額を超える補助金が交付されているとき

は、当該補助対象者にその額の返還を命ずるものとする。 

(交付決定の取消し等) 

第14条 観光連盟は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助

金の交付決定を取り消し、又は既に交付している補助金の全部若しくは一部の返還を命

ずることができる。 

一 法令、この要綱又はこれらに基づく観光連盟の指示に違反したとき 

二 補助金を交付対象事業等以外の用途に使用した場合 

三 補助対象事業等に関して不正、怠慢、その他不適切な行為をした場合 

四 補助の決定の後生じた事情の変更等により、補助対象事業等の全部又は一部を継続 

する必要がなくなった場合 

五 補助対象者が、第３条第２項第１号から第５号のいずれかに該当することとなった

とき 

２ 観光連盟は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する

補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ず

る。 

３ 観光連盟は、前項の返還を命ずる場合は、第１項第４号に規定する場合を除き、その

命令に係る交付金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利10.95パーセント

の割合で計算した加算金の納付を併せて命ずることができる。 

４ 前２項の規定による返還の期限は、当該命令のなされた日から20日以内とし、観光連

盟は、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る10.95パ

ーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

(補助金の支払) 

第15条 観光連盟は、第１３条第１項の規定により補助すべき補助金の額が確定した後

に、補助対象者に対して補助金を支払うものとする。ただし、必要があると認められる

場合は、概算払をすることができる。 

２ 補助対象者は、補助金の一部について概算払いを受けようとする場合は、概算払請求

書（様式第10号）を観光連盟に提出しなければならない。 

３ 補助対象者は、補助金の額の確定通知を受けたときは、直ちに精算払請求書（様式第

11号）を観光連盟に提出しなければならない。 

(財産の管理等) 

第16条 補助対象者は、補助対象経費により取得し、又は効用を増加させた財産（以下



「取得財産等」という。）については、補助事業完了後においても善良な管理者の注意

をもって管理し、補助金交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助対象者は、財産取得等のうち、取得価格又は効用の増加価格が50万円以上のもの

について取得財産等管理台帳（様式第12号）を備え、管理しなければならない。 

 (財産の処分) 

第17条 補助対象者は、前条第２項の取得財産等について、補助事業の完了後においても

観光連盟の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

２ 補助対象者は、前項の承認を受けようとする場合は、財産処分等承認申請書（様式第

13号）を観光連盟に提出しなければならない。 

３ 観光連盟は、補助対象者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると

見込まれるときは、その収入の全部若しくは一部を観光連盟に納付させることができ

る。 

(補助金の経理) 

第18条 補助対象者は、補助事業に要する経費について、他の経理と区分して、その収入

及び支出を記載した帳簿を備え、経理の状況を常に明確にし、関係証拠書類とともに補

助事業を廃止した日又は完了した日の属する年度の翌年度から５年間保管しておかなけ

ればならない。 

(事業成果の報告) 

第19条 補助対象者は、補助事業を完了した日の属する年度から３年度間の補助事業の実

施によるサービスの成果等について、観光連盟に報告しなければならない。 

２ 前項による報告は事業成果報告書（様式第14号）とする。 

 

附    則 

この要綱は、令和５年５月１９日から施行する。 

  



別表 

１  補助対象経費等（第４条第１項関係） 

（１）補助対象経費 

対象となる経費は、事業の遂行に必要な経費であり、具体的には、以下のとおり

（補助対象経費は、本事業の対象として明確に区分できるもので、かつ、証拠書類等

によって金額等が確認できるもののみ） 

費目 内容（主な経費） 

工事請負費 工事に要する経費、設計費 

備品購入費 
機械、器具等の購入経費 

（購入金額の単価が３万円以上（消費税込み）） 

消耗品費 
事務用品や原材料費の購入費 

（購入金額の単価が３万円未満（消費税込み）） 

委託・外注費 委託・外注に要する経費 

使用料 機材等のリース料・レンタル料（開発期間内の使用料のみ） 

その他 
事業実施のために必要と観光連盟が認めた経費 

（別途協議の上決定） 

※補助対象経費に含まれないもの 

・補助金の交付決定日より前又は実績報告書提出期限より後に発生する経費 

・消費税及び地方消費税 

・事業のランニングコストとして整理すべき経費 

・従前より雇用している社員等の人件費等、補助事業の実施に必要な経費と

しての分類が不明確なもの 

・既存の機器の更新や、パソコン・プリンター等の汎用性がある物の購入 

・電話料及び購入代金の支払いに要する経費(振込手数料等) 

・事業で使用したことが領収書等で確認できない経費 

・別途、国、県、市町等の他の補助金と重複して受給することが禁じられてい

る補助金、助成金、委託費等を受給する場合に、それを含む経費 

・申請者若しくは申請者が経営する法人、又は同一生計者若しくは同一生計

者が経営する法人等との契約により相手方に支払う経費 

・開発コンテンツに係るＰＲ、プロモーションに係る経費（案内看板等の設置

等コンテンツ開発に伴うハード整備を補助対象とすることは可） 

・特定の個人や個別企業に対する給付経費及びそれに類するもの（クーポン

発行など） 

・各種保険料 

・補助金の申請書や実績報告書等の書類作成・提出に要する経費 

・本事業における資金調達に必要となった利子等 

・複数年度分の「機材等のリース料、レンタル料」を初年度に一括支払いする

場合等のコンテンツ開発期間外の経費 



・その他、対象経費と認めがたい経費（活動に直接活用しない消耗品等の購

入、市場価格と比して高額であると判断できる経費 等） 

（２）補助率 

補助対象経費の４分の３以内 

（３）補助上限額 

事業計画１件あたり1億円 

（４）補助下限額 

事業計画１件あたり2千万円 

２  専門家の派遣（第４条第２項関係） 

（１）専門家の選定 

観光連盟が選定した専門家を派遣 

（２）派遣回数 

   交付決定通知から、実績報告書提出の間に、原則３回まで 

（３）経費の負担 

観光連盟が負担 

 


